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アジア新興国における
物流可視化クラウドサービス
寺門 智久

1.	はじめに

昨今、急速な経済発展を遂げているアジア新興国への製
造業・流通業の進出拡大に伴い、サプライチェーンを支える
物流インフラの整備が進められています。

アジア新興国では、大規模な工業団地に外資系企業の誘
致が積極的に行われ、港湾及び空港、鉄道、道路などの物
流インフラの整備といっそうの充実、ロジスティクス戦略へ
の国家的な投資が積極的に行われています。これにより、
アジア新興国が輸出政策によって獲得した外貨を都市の工
場建設やインフラ整備に投資することで雇用機会を増やし、
国際競争力を高めることで企業誘致が更に促進され、安価
な労働力を供給することで更なる経済発展が進むと考えら
れます。

2.	グローバルサプライチェーンにおける物流課題

図1及び表に示すとおり、企業のグローバル化に伴い、海
外生産による更なるコスト低減のために、海外生産比率だけ
でなく現地調達比率も増加し続けています。そのため、海外
での物流コストの正確な把握と低減が喫緊の課題となってい
ますが、リードタイムの長い輸送の場合に輸送状況の正確な

急速な経済発展を遂げているアジア新興国への製造業・流通業の進出が拡大しており、サプライチェーンを支える物
流インフラの整備が進められています。現在、アジア圏の物流事業者の多くは、荷主から貨物の輸送状況に関する問
い合わせを受けた際、社内の各部門や関連事業者へ直接確認しています。このため、荷主への回答に時間を要する
ことや、問い合わせ対応工数の増大が課題となっています。この課題を解決するソリューションとして、物流可視化ソ
リューション「Logistics Visualization System」を紹介します。
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図1　日本企業の海外生産比率の推移（製造業）
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※経済産業省「第 43回海外事業活動基本調査（2013年 7月）概要」をもとに作成
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北米 2.9 58.1 61.4 3.3 4.2 3.965.362.4 ▲ 0.3

アジア 71.0 3.4 53.7 60.3 6.6 13.9 10.667.6 ▲ 3.3

欧州 64.4 28.77.6 28.1 22.441.9 13.256.8
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概要」をもとに作成
※経済産業省「第43回海外事業活動基本調査(2013年7月)
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把握が困難であることや、予定通りに貨物が到着するか不明
であるため、過剰発注や余剰在庫が発生しています。

そこで、SCM（Supply Chain Management）全体での在
庫削減、グローバル物流コストの削減のために、物流可視化
の実現が求められています（図2、図3）。

3.	アジア新興国における物流課題

前述のとおり、製造業の海外生産シフトや資材調達のグ
ローバル化など、「物流のグローバル化」が一段と進むなか、
輸送の遅延やモノが届かないなどの事態は、生産計画だけ
でなく、企業活動に大きな影響を与えます。

特にアジア新 興 国では、港、ICD（Inland Container 
Depot）、通関の混雑状況によって輸送リードタイムが長くな
ることや、鉄道、道路のインフラ整備状況や交通渋滞の影
響などにより、輸送日数を正確に予測することが非常に困難
な状況に陥っています。

通常、荷主は輸送状況を把握するために物流事業者の貨
物追跡サービスを利用するか、複数の事業者へ自ら問い合
わせを行うしかなく、荷主にとって大きな負担となっていま
す。一方、物流事業者の多くは、荷主から貨物の輸送状況
に関する問い合わせを受けた際、社内の各部門や関連事業
者へ直接確認していますが、微小規模のトラック輸送業者
が大多数を占める業界構造のため、物流の状態を確認する
までに時間を要し、荷主への回答に時間を要することや、問
い合わせ対応工数の増大が課題となっています。図2　物流可視化のニーズ

図3　物流可視化ニーズのアンケート調査結果
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4.	Logistics Visualization Systemの目指すもの

「Logistics Visualization System」（以下、LVS）は、NEC
が2012年に日本で提供を開始した物流過程の見える化を支
援するクラウドサービス「NeoSarf/Logistics」をベースにソ
フトウェアとして開発したものです。

通常の物流事業者が提供するトラッキングサービスは、請
け負う輸送範囲でのサービスであるため、リードタイムが長
い国際輸送においては、船、航空、通関や国内輸送の鉄道、
トラック輸送などの複数の輸送手段が組み合わさり、物流
業務を担う企業も複数にまたがることが多いため、図4の様
に荷主は自分の荷物の情報確認を複数の企業に確認して回
らなければ分かりません。このように、今までは断片的にし
か物の流れが見えなかったものを、クラウドサービスで一気

通貫の可視化を実現しました。

図5の利用イメージのとおり、本ソフトの導入により物流
にかかわる各事業者は、「コンテナNO」や「INVOICE番
号」「輸送オーダー番号」などで任意の番号を検索すると、
貨物の現在のステータスを即時に把握することが可能とな
ります。これにより、荷主からの問い合わせ対応の迅速化・
効率化や、万一の輸送遅延への早急な対応が図れます。ま
た、貨物の可視性が向上し正確な輸送情報を各事業者が共
有することで、輸送間や企業間での積み換え作業の効率化
が図れ、物流リードタイムの短縮につながります。

一方、荷主（製造メーカー）は貨物のステータス情報を活
用してサプライチェーンを改善していくことで、生産計画の
精度向上及び生産効率の向上だけでなく、在庫の適正化

（在庫削減）と物流リードタイム短縮による物流コスト削減
により、経営指標の改善につながります。

更に、LVSでは各国の物流の発展状況に応じて、輸送オー
ダー受付、倉庫・コンテナ・在庫、請求・支払などを一元的に
管理する機能や、物流事業者の入札、ルート・料金シミュレー
ション、GPSによる位置情報を活用した動態管理、スマートデ
バイス連携によるドライバー業務の効率化機能もオプション
サービスとして付加することが可能で、各国のニーズに合わせ
た物流サービスの更なる高品質化や業務効率化を実現します。

5.	Logistics Visualization Systemの機能

図6のとおり、LVSは、現在に至る「日本の“物流”変遷」

図4　LVSの目指すもの

図5　LVSの利用イメージ
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を振り返り、物流の発展過程を「黎明期」「発展期」「成熟
期」の3つに類型化し、アジア新興国の物流発展は日本と
同様の発展過程をたどるとの仮説をもとに、3つのメニュー
体系を有しています（図7）。

（1）Basic Service

物流発展レベルが黎明期にある新興国向けには、正確
な位置情報と作業情報を把握するために、誰もが簡単
かつリーズナブルに利用できる貨物追跡サービスを活
用できる「Search」機能と、収集した情報から物流サー
ビスレベルを分析する機能を有しています。

（2）Standard Service

物流発展レベルが発展期にある新興国や成熟期に相
当するグローバル企業向けには、作業効率化及びリー
ドタイム短縮により物流コスト削減とジャストインタイム
の実現に向け、物流オーダー単位でのステータス管理
と支払・請求管理などの機能を有しています。

図6　日本の物流変遷

図7　LVSの機能概要

（3）Value Added Service

今後マーケットニーズに応じて、機能を追加していく付
加価値サービス群です。 

6.	Logistics Visualization Systemの特徴

（1）Continuity

前述のとおり、LVSは国ごとの物流発展・高度化の度
合いに応じたメニュー体系を持っているため、どの物流
発展フェーズからでも使用開始することができ、リニア
な高度化や一足飛びの高度化にも対応することができ
ます。したがって、新興国における物流高度化の度合
いに沿って、継続的に対応していくサービスとなります。

（2）Reliability

End to Endでの輸送の一貫可視化により、国全体の
物流の信頼性底上げ及び外資系企業の誘致、更には
それによる経済発展へ貢献することが可能な、国家レ
ベルの物流施策に耐えうる、信頼のおけるソリューショ
ンです。

（3）Flexibility

一番のネックである輸送データの収集方法というオペ
レーションにも、現地企業との協奏によりデータコレク
ション方法の最適なモデルを提供します。

7.	まとめ

LVSは、アジア新興国の政府政策による物流インフラの
高度化、工業団地及び共同配送センターや物流団地（物流
パーク）などのロジスティクス戦略に対して、現地ビジネス
活性化と各国現地サービス事業規制を鑑みて現地の有力な
サービス事業パートナーと協力し、顧客にクラウド型で提供
するビジネスモデルです。

新興国における物流課題の解決は、ハードウェアの物流
網整備だけではなく、ITを活用したソフトウェアの物流情
報網の整備を付加することで、サプライチェーンの最適化が
図れます。LVSは、日本で培った実績と物流の発展を支え
続けるノウハウをもとに、物流高度化・成長に合わせてステッ
プアップするソリューションです。

これにより、物流発展に伴い継続してサービスを提供し
続けることが可能となります。
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で初めて画像認識技術を活用し、食品・飲料品・医薬品な
ど立体物の商品の自動検品を可能とする「画像・重量検品
ソリューション」を提供しています。

このソリューションは、NEC 独自の高速・高精度な画像認
識技術と重量計を活用し、検品対象の商品をあらかじめ登
録した商品の画像・重量情報と照合することで、商品の品目
と数量を瞬時に特定し、人手の対応が多かった物流現場の
出荷検品業務の効率化と品質確保を同時に実現します。

このようにNECは長年の取り組み実績、経験と最新の
ICTを組み合わせることで、物流業務全般に対して、物流の
可視化、物流現場の業務効率化、品質の向上を実現するため
のソリューションを提供し、今後とも順次拡充していきます。

バリューチェーン・イノベーション「運ぶ」

アジア新興国における物流可視化クラウドサービス
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